
総務部門におけるＦＭ実践事例の紹介 
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２００２年度から㈱山武 ビルシステムカンパニー（以下、山武）では、社内＋社外スタッフによ

る経費削減と資産価値向上を目指したＦＭプロジェクトを進めている。対象経費は賃借料、通信費、

事務用品費等である。ＦＭガイドブックに基づき、現状評価・目標設定・改善実施を実践している。

活動３年目の継続的プロジェクトの実績と、総務担当者から見たＦＭ実践の課題を紹介する。 

 

 

1 資産運用最適化プロジェクトの概要 

経費削減と資産価値向上の両立を目指し、「資

産運用最適化」プロジェクトを実施している。

現状の資産を評価し各種施策を立案・実施する

ことによって、ファシリティコストの適正化を

図る継続的なプロジェクトである。プロジェク

ト発足は２００２年度であり、本年度は活動３

年目に当る。 

 

 

2 プロジェクト実施体制 

本プロジェクトは、山武 経営管理部と㈱ビル

ディング・パフォーマンス・コンサルティング

（以下、BPC）とのプロジェクトチームによって

推進している（図１）。社内の FM 実践部門であ

る総務グループ、財務管理をしている経理グル

ープが中心となって進めており、データ分析・

評価／施策提案などのコンサルティング・サー

ビスを BPC に委託している。 

本プロジェクトにおける分析・評価の対象は、

ファシリティコストに旅費・雑費などを加えた

費目であり、販売費及び一般管理費の約４０％

にあたる（図２）。 

本プロジェクトでは月に２回程度の定例会を

開き、BPC の分析・評価結果や施策提案等を元に、

社内での具体的な改善目標の設定、実施計画を

検討している。定例会で決定した実施計画は、

経営管理部が社内展開している。このようなサ

イクルを各費目でまわすことで、コスト削減と

品質の適正化を図っている（図３）。更には、フ

ァシリティコスト集計方法の定義、各種スタン

ダード構築、継続的分析・評価の仕組みづくり

等を進めることで、ＦＭ実践のノウハウ蓄積に

も取り組んでいる。 
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3 ファシリティコストの評価 

本プロジェクトではまず、勘定科目とファシ

リティコストの費目の相対表（費目スタンダー

ド）をつくった（図４）。ファシリティコストの

分類体系は、「総解説ファシリティマネジメン

ト：FM 推進連絡協議会編」を参考に、山武独自

の細目を加えるなどして作成した。 

更にこの費目スタンダードを元に、ファシリ

ティコストを集計・評価する仕組みを構築した

（図５）。この仕組みは、既存の経理システが出

力する費用データをそのまま利用して、定期的

かつ簡便にファシリティコストの集計・評価を

行うことができる。また、システムは汎用表計

算ソフトを元に構築されているため、集計・評

価方法を追加・変更したい場合でも簡単に対応

できる。 

評価レポートは、費目別内訳、前年比較評価、

ベンチマーク評価、ＭＮコストチャート評価、

原単位評価、地区別評価、事業所別評価、など、

さまざまな視点でファシリティコストを評価し

ている。 

一例として、図６にベンチマーク評価の結果

を示す。「１㎡当りのファシリティコスト」「一

人当りのファシリティコスト」「売上げに対する

ファシリティコスト」「一人当たりの面積」の４

指標について、ベンチマーク評価を行っている。

このベンチマーク評価からは、例えば「施設の

延床面積は適正であるものの、ファシリティコ

ストについては年間数億円程度の削減可能性が

ある」といった評価結果を得ることができる。

ベンチマークデータには「ＦＭベンチマーク調

査報告書２００３年度版：日本ファシリティマ

ネジメント推進協会」を使用している。 

本プロジェクトでは、この評価レポートを元

に、定期的にファシリティコストを確認するこ

とで、適正化が必要な費目を見つけ出し必要な

改善施策を立案・実施している。 

特にコスト削減の観点から言えば、費用の大

きな費目の適正化を図ったほうが、コスト削減

の可能性は大きい。そのためファシリティコス

トの５０％以上を占める賃借料・共益費、１０％

の通信費、８％の事務用品・消耗品費などを重

点的に評価の対象としている。 
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図６．ベンチマーク評価 
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図５．ファシリティコスト集計・評価の仕組み

図４．費目スタンダード 
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（社）日本ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進協会　定義

科目 細目

 科目名 FCｺｰﾄﾞ 細目名 適用科目名称

01-a 支払地代

01-b 支払家賃 不動産賃借料

その他

01-c ﾌｧｼﾘﾃｨ･ﾘｰｽ料 動産レンタル料

情シ関連

01-d 仲介料

01-e 共益費 事務所共益費(*1)

01-z その他 その他

02-a 固定資産税

02-b 都市計画税

02-c 事業所税 事業所税

02-d 特別土地保有税

02-e 不動産取得税 不動産取得税

02-f 登録免許税 登録免許税

02-g 収入印紙 印紙税

02-h （地価税） 地価税

02-z その他 身障者雇用納付金
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06 資本ｺｽﾄ 06-a 資本ｺｽﾄ

07-a 保守費 保守料
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振替修繕費
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4 適正化施策の具体例 －賃借料－ 

ここでは適正化施策の具体例として、賃借料

の適正化手法について紹介する。 

まず、事業所毎のアクションプランを作成す

るにあたり、品質・コストの両面から評価を行

った。 

品質評価のために本プロジェクトでは、オフ

ィススタンダードを定めている（図７）。オフィ

ススタンダードとは、「執務面積は一人当り１０

～１２㎡」、「最寄り駅からの距離は徒歩１０分

以内」、といった賃借ビル基準である。項目毎に

基準値と現状との差を点数で表し、これに各項

目の重要度を掛けて、事業所毎の品質をスコア

化した。この評価項目には、執務環境満足度と

しての居住者アンケートの結果も含まれている。

居住者へのアンケート調査は、社内イントラネ

ットを利用して全社的に実施した。図８はアン

ケートの調査画面である。このＷｅｂによるア

ンケートシステムは、山武開発部門と BPC がシ

ステム構築したものである。 

一方、コストの評価は、各事業所の地域性を

考慮して近隣相場との差額を求め、これを評価

軸とした。 

品質・コストの両面から各事業所を総合的に

評価したイメージが図９である。品質・コスト

の両面で平均以上の事業所を、優れた事業所と

して位置づけている。全ての事業所をこの領域

に近づけることを目標として、改善の必要があ

る事業所は賃料減額交渉、面積増減交渉、レイ

アウト変更、フリーアドレスの導入などの改善

施策を立案・実施している。過去２年間の活動

で、賃借料・共益費を約 8％削減している。 

オフィスの供給品質・コストは、一度評価し

て適性であればそれでよし、というものではな

い。施設の老朽化、近隣環境の変化、通信技術

の発展によるビジネス環境の変化など様々な要

因で、オフィスの適正な基準値は変化していく

ものだからである。そのような環境の変化に対

応しながら品質・コストを定期的に評価するた

めには、各事業所の基礎データを一元的に管理

しておくことが重要である。 

山武では、賃借契約書は以前から一元管理で

きていたが、電子化されていないため有効に利用

することが難しかった。また、ＦＭに欠かせない

重要情報である執務者の人数（派遣社員・アルバ
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図９．オフィスの評価結果 

図７．オフィススタンダード（賃借ビル標準）

内容 MUST WANT

最寄駅からの距離 徒歩15分以内 徒歩10分以内

主要なお客様からの距離 - 30分以内

建物構造 耐震基準 新耐震基準内 免震構造

規模 1フロアあたりの面積 拠点毎に設定

事務所面積(一人あたり契約面積) m2/人 9≦x≦14 10≦x≦12

執務面積(一人あたり) m2/人 - 4≦x≦9

業務支援面積 (%) - 20≦x≦40

フロア方式 - ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ、OAフロア

天井高 - 2.5m以上

執務環境満足度（居住者アンケート調査結果） - 全国平均以上

空調(温度設定の自由度) - ﾃﾅﾝﾄが設定可

電気容量 - 50VA/m
2
以上

賃借料金 現事業所とのギャップ　(円/坪)（移転時） 現事業所と同等 現事業所以下

敷金 - 6ｹ月以内

解約通知期間 - 3ｹ月以内

契約期間 - 1年

賠償責任:他テナントによる損害への対応 - 賃借人(貸主)に義務有り

フリーレント期間 - 3ｹ月以上

賃借料などの交渉に関する制限 制限なし -

消防計画 消防計画明示 -

地震対策･避難経路 対策明示 -

警備方法 - 有人+機械

鍵･セキュリティカード - カード

設備管理 法定点検(受変電設備、空調設備の点検) 実施 -

清掃管理 清掃の仕様 (頻度、実施内容) - 別紙

駐車場 - 拠点毎に設定

会議室 - 拠点毎に設定

倉庫 - 拠点毎に設定
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図８．執務環境満足度アンケート調査の画面



イト等も含む）や執務面積などは、正確に把握で

きにくいところがあった。そこで本プロジェクト

では、既存の情報インフラを利用して、事務所基

礎データを一元管理するシステムを構築した（図

１０）。このシステムによって全国の事務所情報

を簡易に集計・評価することが可能になり、各種

改善施策立案に利用できるようになった。 

 

5 プロジェクトの成果 

図１１に２００２－２００３年度のコスト削

減効果を示す。各費目で削減効果をあげており、

本プロジェクトの評価対象経費全体では約 3％

のコスト削減を達成した。また、コスト削減以外

にも以下の成果があげられる。 

 従来正確に把握することが難しかったフ
ァシリティコストを、容易に整理すること

が可能になった。その結果、さまざまな費

目について、他社との比較、事務所間の比

較、前年度との比較などによって、適正化

のための一次診断が容易になった。 

 ＦＭに重要な各事務所の執務面積・執務者
人数等を、一元管理する体制が整った。継

続的にファシリティコストを評価・分析し、

コスト削減施策の検討を行うことが容易

になった。 

また山武では、本プロジェクトは別に社内の

省エネルギープロジェクトも立ち上げており、エ

ネルギー使用量の適正化も図っている。工場で昨

年度実施した省エネルギー診断（図１２）の結果

では、劣化更新に合わせた省エネルギー改修／運

用改善／レトロ・コミッショニングなどを実施す

ることで約 9％の光熱水費削減を試算している。

賃借事務所においても、昼休みの消灯などの運用

改善によって、2～3％程度の光熱水費削減を達成

している。 

 

6 まとめ 

総務部門がＦＭを推進する際には、社員の理解と納得を得ることが重要である。社員への説明が

不十分であると「ＦＭ＝コスト削減」と捉えられてしまい、十分な協力が得られず期待した効果は

あげられない。ファシリティ供給品質とコストを数値化し、社内の水準や世の中の水準と比較して、

品質・コストの両面で適正化を図っていくＦＭ活動の姿勢を、社員に理解してもらう必要がある。

本プロジェクトによって、社員のＦＭ活動に対する理解が深まったことは大きな財産と言える。今

後は、この２年間で構築した一元管理の仕組みやファシリティコスト評価の仕組みを継続的に利用

しながら、更なるＦＭの推進に取り組んでいきたい。 

図１０．事務所基礎データの一元管理 

図１１．コスト削減効果 

     （２００２－２００３年度） 

評価対象経
費中の比率
（％）

ファシリティ
コスト比率
（％）

削減率
（％）

賃借料・共益費 24.9 50.7 7.6
事務用品・消耗品費 3.9 8.0 2.2
通信費 4.8 9.9 6.3
その他 15.4 31.4 0.2
ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ合計 49.1 100.0 -

旅費 8.8 - 2.0
雑費 1.2 - 4.8
その他 41.0 - 0.4
ﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄ以外 合計 50.9 - 0.8

100.0 - -

対象費目

ファシリティ
コスト

ファシリティ
コスト以外

評価対象経費合計

図１２．省エネルギー診断 現地調査 


